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事例紹介｜総務省｜ 「分散型エネルギーインフラプロジェクト」の総点検および災害の観点を含めたモデルの調査研究

背景・課題
 総務省では、これまで地⽅公共団

体を核として、需要家・地域エネル
ギー会社および⾦融機関等、地域
の総⼒を挙げて、バイオマス・廃棄
物等の地域資源を活⽤した地域エ
ネルギー事業を⽴ち上げるマスタープ
ランの策定を⽀援する「分散型エネ
ルギーインフラプロジェクト」を実施。

 プロジェクト開始の平成25年度以
降、⼈⼝減少・少⼦⾼齢化、気候
変動やグローバル化の進展など地域
社会を取り巻く環境変化が著しい。
また台⾵等の⾃然災害の激甚化を
受けて、災害時における分散型エネ
ルギーの活⽤が期待されている。

 策定済マスタープランの総点検等を
通じて、マスタープランの策定および
事業化を推進するガイドブックを作
成し、災害時に避難所等へエネル
ギー供給を可能とするような地域モ
デルの構築を⽬指す。

プロジェクト概要 実施成果
• 総点検においては、マスタープラン策定済みの全団体へ書⾯調査および聞き取り調査

を実施し、事業化の成功要因・阻害要因を具体化、今後必要な政策の⽅向性を導出。
• ガイドブック作成にあたっては、総務省における⾃治体主導の地域エネルギーシステム整

備研究会委員、関係省庁タスクフォース（農林⽔産省、林野庁、資源エネルギー庁、
国⼟交通省、環境省）からの助⾔をもとに作成。

• 災害対応の観点を含めた地域モデルとして、①-1:⼤都市、①-2︓周辺都市（ベッド
タウン）、①-3︓産業団地を有する都市、②-1︓中⼭間、②-2︓島しょ、③広域の
6モデルを想定し、事業スキーム、効果、事業採算性、事業展開イメージ等を策定。
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プロジェクト成果物

 ハンドブックの作成
分散型エネルギーインフラ事業に取
り組んできた経験のない団体におい
ても、その⼿順や効果、ノウハウが理
解できるよう、総点検や地域の特性
を踏まえたモデル構築により得られた
知⾒をハンドブックとして取りまとめた。

 事業化⽀援の強化
事業化の進展を図るため、各省補
助⾦とマスタープランの連携強化を
図るほか、事業化に向けた進捗状
況を積極的に把握・⾃治体に対す
る助⾔機能の強化や⼈材派遣のス
キーム（地域⼈材ネット（地域⼒
創造アドバイザー））が推進された。


